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家庭 と教 育 第10回

法 律 か ら み た 親 権 と 学 校

講 師 仲 田 陽 一

は じめ に

家庭教育 というばあい,そ れは当然に子どもに対する親の,あ るいは他の

家族(祖 父母など)の 教育機能を指 している。

その家庭教育は,こ んにちでは,こ れほどまでに巨大に発展 した学校教育

(公教育)の 影響を大きく受けている。ある調査の中で,「 親(お 父 さんや

お母さん)が 君たち(子 ども)に かける言葉にはどんなことがありますか」

と問 うたら,「 おかえりなさい。今日は宿題はないの?」 とか,「 勉強 しな

さい」とかが,お どろくほど多かった,と いう話 しがある。

それほどまでに,家 庭教育の中に学校教育の影が浸透 してきているのであ

る。学校教育が,こ んにち子 どもが社会的に自立するよう成長 してい く上で

不可欠の教育組織である以上,何 らかの影響は,む しろ避けがたい,と い っ

ていいだろう。

ことほどさように,親 は学校に対する願い ・要求 ・注文を持 っているので

ある。 「勉強 しなさい」とい う言葉以外に,家 庭において子 どもに,他 の多

くの豊かな語 りかけを もてなくなっている親は,家 庭(子 どもにとっての)

を,学 校教育(と い う戦場)の 「補給基地」のように考えてしまっているの

だろう。これはこれで理由のないことではない。もちろん理由があればそれ

でよい,と いうことではないが……。

現代では,さ まざまな形で,(良 かれ悪 しかれ)親 は 「学校」を意識 して

子育てをするのである。そのこと自体が避けがたいことである以上,親 の学

校への教育要求(関 心や願い)を,ど のようにとらえ,ど のように社会化 し
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てい くべきか,は 家庭教育を左右する重大な問題である。

学校のPTAの 会合や参観,学 級懇談会へ足繁 く通 う親(母 親である場合

が多いが)の 関心が 「わが子の成績」に集中 しすぎることをなげく教師の声

を,よ く耳 にする。中学・高校,と 学年が進むにしたがってそのようである。

このよ うな 「わが子の成績」中心主義 とでもい ったような 「関心」が、家

庭教育をどのよ うに変えているかは,想 像に難 くない。

以上のような現状を頭に入れつつ,学 校教育に対する親の権利(発 言権 ・

要求権)と でもいうべき問題を,教 育法学的に考えてみようと思 う。

1戦 後 日本 の教 育 法 原理 と民 主主 義

1「 権利 としての教育」

戦後の民主的諸改革は,日 本と世界 との民衆の,戦 争による多大 な犠牲の

上 に遂行 された。それが日本 における統治形態 と社会原理の根本的変革,民

主主義化をめざす ものであったことは知 られるとおりである。

日本の戦争遂行を支えた天皇制の絶対主義的支配,家 父長制,地 主=小 作

制度,さ まざまな人権 と自由の抑圧がとりのぞかれたり,解 体されねばなら

なか った。

日本国憲法の制定,即 ち大 日本帝国憲法の廃止は,こ うした諸改革の中枢

部であり,総 決算であった。

この日本国憲法は,第 二六条において,教 育に関 して次のような規定をも

っている。

「すべて国民は,法 律の定めるところにより,そ の能力に応 じて,ひ とし

く教育を受 ける権利を有する。

②すべて国民は,法 律の定あるところにより,そ の保護する子女に普通

教育を受けさせる義務を負う。義務教育は,こ れを無償 とする。」

これは,国 民に対 し,差 別な く教育の機会が保障されるべきこと,し たが

って教育を受 けることが,何 人も侵すことのできない基本的人権として賦与

されていることの明文化である。
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戦前 日本の憲法である,大 日本帝国憲法には,実 は教育に関する規定がな

い。そ して社会的には,教 育は,兵 役 ・納税と並ぶ国民(臣 民)の 三大義務

の一つとされていた。つまり 「臣民の義務としての教育」であったのである。

「臣民の義務としての教育」から 「国民の権利としての教育」への転換,

これこそが 日本国憲法二六条の基本的意義である,と いえよう。

では,こ の2つ,即 ち 「臣民の義務 としての教育」と 「国民の権利として

の教育」とではどうちがうのか,そ れが問題である。

例をあげてみよう。戦前の日本には 「教育免除地」というのが存在 した。

山間僻地の子どもに,就 学を免除するということである。山間僻地の学校建

設は,労 力がかかるうえ,国 側からみれば 曙曜コス ト高"に なりすぎるのであ

る。 しか し民衆の側か らみれば,子 どもの発達を保障 し,豊 かな未来を育む

ことにつながろ う。したがって免除地 とされた多 くの山村で,ま さに自力で

学校をつ くっていったのである。 「臣民の義務」だからこそ,天 皇制国家は,

「教育」を 「免除」 してやる,と いうことができるのである。

また,小 学校令では,障 害者 と貧窮者の子弟の就学も,こ れまた猶予ある

いは免除 していた。貧窮児童のばあい,こ の就学猶予 ・免除の規定がなくな

ったのが,1914(昭 和16年)の 国民学校令の制定においてであることも興味

深い。とい うのは,国 民学校令は,太 平洋戦争へと突入 していく日本の軍国

主義の 「要請」にこたえて 「皇国民 ノ基礎的練成」を目的とし作 られたもの

だか らである。(同 令第一条)「 尋常小学校」という名前す ら,精 神文化総

動員のたあ改名 させ られていった。

「国民の権利 としての教育」であるなら,人 間の社会生活上必要な教育は

当然に保障されるべきだし,保 障を要求する権利が国民に存する,と 考える

のが至当であろう。

ところで,「 国民 の権利 としての教育」の規定は,上 記のような,教 育機

会の拡充 と均等化を指すに止まるであろうか。

「臣民」たるにふさわしい教育内容や教育行政のしくみは変 らなくてよい

のか,と い うことになる。教育内容が国家によって統制され,天 皇への忠誠
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と偏狭なナショナ リズムが教育を通 して国民思想 として注入 された。このこ

とも当然に問い直 された。

しか し,憲 法学説史的にみると,こ のことは,1960年 代まで十分に理解さ

れてきた とは言えなか った。

憲法学説上,戦 後の一時期まで 「通説」的理解,と されてきた法学協会編

『注解 日本国憲法』(上 巻2)に おいては,「 ここにいう権利とは,国 家が

教育の機会均等につき配慮すべきことを国民の側か ら権利として把握 したも

の」とされていた。

また宮沢俊義東京大学教授編 『憲法Ⅲ』(昭 和34年)に おいても,こ の規

定による利益 とは,誰 でも義務教育(小 学校 ・中学校)の みならず,「 貧乏

でも能力があれば,高 等教育をも受けられるようになること」にある,と し,

国家社会は,そ のために奨学制度等を充実させる責務を負った,と されてい

る。

しか し,憲 法学界においても,憲 法研究の前進 と憲法再評価の中で,学 説

も発展 してきている。こうした中で,国 民の権利意識も発展 し,判 例におい

ても,「 真理教育」こそ,憲 法理念にふさわ しい 「教育」である,と するに

至 っている。

その例として1970年7月17日 の東京地方裁判所杉本裁判長判例(い わゆ

る 覗教科書裁判"第 一審判決)は,次 のように言う。

「子 どもは未来における可能性をもつ存在であることを本質 とするか ら,

将来においてその人間性を十分に開花させ るべ く自ら学習 し,事 物を知

り,こ れによって自らを成長させ ることが子 どもの生来的権利であり,

このような子 どもの学習する権利を保障することは,国 民的課題である。」

このように しそ 「国民の権利としての教育」の保障は,第 一に,子 どもの

能力に応 じた教育(の 機会)を 国家社会が保障する責務を負 っていること,

第二に,子 どもが文化を享受 し,自 ら成長するべ く教育を受けることはゆず

りわたすことのできない基本的人権であること,第 三 に,皇 国史観の歴史教

育など戦前のような,真 理に背 く教育を受 けることは しりぞけられるべきこ
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と,そ の意味で 「国民の真理探求の自由」の一環でもあるべきこと,さ らに

第四に,以 上の法理に反す る公教育の運営に対 し,国 民(主 権者たる)は,

その違反と不作為をやめさせ,権 利の実現を要求 しうること,が 確認されよ

う。

このようにみて くると,「 義務教育」における 「義務」とは,だ れの何に

対する義務なのかは,大 きく転換 してとらえ直されていることに気づく。

戦前の 「義務教育」は,「 臣民」たる国民が,主 権者天皇(大 日本帝国憲

法第一条 「大 日本帝国ハ,万 世一系 ノ天皇之 ヲ統治ス」)へ の,あ るいは 「

国家」への義務であ り,親 が,子 どもを学校へやるのも,当 然に,臣 民の国

家への義務であった。

これに対 し,主 権在民の日本国憲法の中にある 「義務教育」でいう 「義務」

とは,人 権の主体たる子 ども(国 民)に 対する国家社会の 「義務」である。

「義務教育」制度をなくす ことが,国 家の不作為,あ るいは親権の恣意的行

使 によ って,子 どもの,教 育をうけて学習し発達する権利をそこなう可能性

をもつか らこそ,「 義務教育」を行 うのである,と いうことになる。だか ら

こそ憲法二六条二項は,「 義務教育は,こ れを無償とす る」と明文化 し,公

費によって保障すべき責務を 「公(お おやけ)」 に課 している。

それを受けて,教 育基本法第三条二項は,「 国及び地方公共団体」が 「奨

学の方法を講 じなければならない」ことを銘記 しているし,さ らに,学 校教

育法第二五条 も 「経済的理由によって,就 学困難 と認められる学令児童の保

護者に対 しては,市 町村は必要な援助を与えなければならない」としている。

では,「親」の義務とは,何 であるか,と いえば,そ れは子 どもの権利を守

る 「義務」,し たが って子 どもに対する義務である,と いわなければな らな

い。そして主権者たる国民の信託を うけた国家は,こ うした意味での親義務

の不履行を,子 ども(国 民)の 「教育を受ける権利」の保全のために監督す
  

る権限(あ るい は責務)を 負わ され ている,と 考 え られ る。 この ことは言 う

までもないか も しれ ないが,「 親義務」 があ るのだか ら 「国家教育権 」 が生

じ,「 民主 国家」が教 育 の主体 にな った,と 解す ることはで きない。
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2教 育を受 ける権利と国家 ・国民

戦前の教育が,戦 争と軍国主義の高揚にあずかった力は否定すべくもない。

このことはこのことで,ま さに新 しい民主主義建設の主体の形成という課題

を国民に負わせた,と 同時に,「 国家による教育」の清算を不可避とした。

教育基本法制定はそれを示 しており,前 文は,

「われ らは,さ きに,日 本国憲法を確定 し,民 主的で文化的な国家を建設
 へ

して,世 界の平和と人類の福祉に貢献 しようとする決意を示 した。この

理想の実現は,根 本において教育の力にまつべきものである。」(傍 点

引用者)と ある。

民主的な理想の実現は,教 育に限らず,社 会の諸活動によるほかない。そ

このところを教育基本法がこう述べたところに,国 民的規模での民主主義 と

民主教育の推進主体までもが,今 後形成されざるをえなか った事情が物語 ら

れている。 ことばを変えていえば,民 主主義の主体が,国 民の中に充分には

存在 しえなか ったほど,戦 前天皇制の反民主主義的思想が深 く定着していた,

ということができよう。

このような 「教育の主体」への着目は,当 然に,こ れまで 「主体」として

ふるまってきた 「国家」と教育との関係を民主的に律 しようとした。

それは,教 育基本法第十条にあらわれている。日く,

「教育は,不 当な支配に服することなく,国 民全体に対 し直接に責任を負

って行われるべきものである。

②教育行政は,こ の自覚のもとに,教 育の目的を遂行するに必要な諸条

件の整備確立を 目標として行わなければな らない。」

このことは,い ってみれば 「社会権」に属する 「教育を受ける権利」の実

現のために,国 と地方の教育行政が,教 育の条件整備をするべきことを うた

っていることは言 うまでもない。それと同時に,国 家等の教育行政機関は,

教育条件整備は行 っても,教 育には介入すべきでないことを定めている点が

注 目される。 「教育は……直接に責任を負って……」とされているのである。

議会選挙を通 して信託された教育内容決定権が,教 育行政にあるとすれば,
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教育は,国 民に対 しては,間 接的に責任を負 う形でしかないか らである。こ

うした教育行政権の範囲の限定は,戦 前の国家主義教育の反省のあ らわれで

ある。なぜなら教育内容としての科学 ・文化が,国 家 という政治権力によっ

て決め られるな ら,そ れは真理が,権 力の都合によってまげられる可能性を

もつか らである。日本国憲法の民主主義の理念に即せば,そ れは,思 想 ・良

心の自由(19条),学 問の自由(23条)に も抵触するものである。

教育基本法制定当時の解説の中で,文 部省幹部 も,「 教育行政の特殊性か

らして,そ れは教育内容に介入すべきものではなく,教 育の外にあって,教

育を守り育てるための諸条件を整えることにその目標を置くべきだ,と いう

のである。」と述べている。(辻 田力 ・田中二郎監修,教 育法令研究会 『教育

基本法の解説 』1947年)

教育委員会制度も,こ うした趣旨をうけてつくられたものである。まさに

教育が 「国民全体に対 して直接に責任を負って」行われるよう,地 方の 「公

正な民意を反映す」べ く(旧 教育委員会法第一条),地 方分権で,か つ一般

行政か ら独立 した行政機関として設置されるに至ったのである。そして中央

教育行政機関である文部省は,「 サーヴィス機関」として,さ らに,全 国的

な教育水準の紹介,調 整,資 料の作製,意 見交流を軸として 「指導 ・助言」

を行い,「 監督 ・命令」を しない(旧 文部省設置法第五条)こ とが明言され

ていた。(な お,今 日でも,地 方教委の 「内申権」が残 されており,地 方の

教育現場の教育内容について,文 部省が,法 的拘束性のある監督 ・命令の権

限は,も っていないと解するべきであろう。)

こうした事情からすれば,教 育基本法第十条は,教 育内容には,と くに国

民の価値観や科学的真理にかかわることがらには,教 育行政権の介入はオフ・

リミットである,と する国家(地 方)権 力限定論と解 されるのが至当である。

フランス革命の思想家コンドルセは,「 いかなる権力といえども,い ずこ

に真理が存 し,い ずこに誤謬が宿るか,を 決定 しうるであろうか」(コ ンド

ルセ 『公教育の原理』)と 述べている。

教育基本法は,「 平和のための教育」という現代的課題とともに,教 育法
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におけるこの近代市民法原理を,日 本の教育法制に実現 したのである。

以上のようにみて くるな らば,第 五に,「 国民の権利としての教育」は,

教育の非権力性 と直接責任性を,不 可欠の条件 としているということができ

る。

Ⅲ 教 育 に お け る親 の 権 利

1学 校選択の自由

親の教育権を規定 したものとしては,民 法八二〇条の規定が知られている。

それによれば,

「親権を行 う者は,子 の監護及び教育をする権利を有し,義 務を負 う。」と。

この規定は,子 どもをその虐待等肉体的苦痛から守る身体的監護権や,民

法八二二条の懲戒権 などと並ぶ 「親権」の一部である。

子 どもに対する監護と教育の権利と義務が 「親権者」に存す ること自体

近代民法の特長である。それは古代ローマ法以来の 「家父長権」に対しての

転換であ った。親権 としてそれ らの権能が,女 性である母親にも及んだこと,

さらには,「 親」が,わ が子の監護 ・教育の権利 ・義務の主体 となることに

よって,「 家」あるいは一族の一部としての子どもの個人 としての自由が前

進させ られやす くなったことは,大 いに評価さるべきであろう。

しか し現代法制にあっては,す べての人間の人権 と同時に子 ども(大 人と

はちが う存在 としての)の 人権の承認を前提としつつ,親 権が子 どもの権利

を保障する 「権利な らざる権利」(宗 像誠也)で あることが確認されなけれ

ばな らない。

いってみれば,子 どもの 「学習権」を代位行使す る義務を負うのである。

1948年 に採択された世界人権宣言二六条は,す べての人間の教育をうける

権利を明記するとともに,同 条三項は,「 親は,そ の子に与え られる教育の

種類を選択す る優先的権利を有する。」と規定 している。これも上記の日本の

法制の原理 と同 じ趣旨である。

この趣 旨か らは,「 親の学校教育選択の自由」が承認されよう。これは,
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一面では,子 どもの家庭における教育当事者としての判断から,子 どもの 「教

育を うける権利」にかなった学校教育を選択する義務である,と いえる。

これは これで,こ の親義務を無視するよう行政的決定に対する親の発言権

の存在が問題 となる。現在の典型例は,比 較的軽度の障害児の入学する学校

の種類をめぐる問題である。

家庭で子 どもを見ているか らこそ,親 に優先的権利がある,と いう主張で

あるが,少 なくとも,そ の場合,学 校の種類の決定に,発 言 し,さ らに決定

についての専門的判断を説明される権利をもつものといえよう。

「親の学校教育選択の自由」のもう一つの側面は,「 真理教育」をめざす

多様な試み,と しての様 々な学校間の選択である。それは 「私立学校を選ぶ

自由」として示 される。日本の現行法では,学 校教育法施行令第九条におい

て,学 令児を,公 立学校以外を選び就学させる義務として規定されている。

なお,欧 米 における学校内の教育選択権にてらしてみると,プ ライバシー

(私生活)の 自由との関連でも問題となる学校給食拒否権の有無,ま た,思

想 ・良心の自由との関連で考えてみるべき,学 校行事における君が代斉唱問

題などは,深 く考え られるべきである。

2父 母の教育要求権

「国民の権利としての教育」が,戦 後日本の教育法原理においても,国 家

や教育行政の教育内容への介入を禁止 していることが明 らかである以上,父

母は,教 師集団の教育の自由を検証 し高める一つの契機たらねばならない。

もちろん,そ の父母の教育要求権が,子 どもの 「教育を うける権利」に基礎

づけられていることは言 うまでもない。

しかしまたそれが,特 定の(そ れがいかに民主主義的内容をもっていても)

教育内容の請求権 としては,む しろ具体的保障を約束され るものであっては

ならない。なぜな ら,法 的に具体的請求権を保障することは,教 師の教育的

真理探求の 自由を不当に制約し,学 校の創造性を喪失せ しむるからである。

以上のことか ら父母は,
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(1)「 不当な支配」による特定の教育内容に対 し,「 国民の立場に立つ親の

発言権」(宗 像)を もつ,と いうことができる。

② 学校 。教師に対 して,自 由な発言の権利と,親 としてその専門的判断に

基づ く説明を うける権利をもつ。

㈲ 上のような権利が集団化されることを通 して,父 母同志,父 母と教師が

育ち合い,子 どもの人権としての教育の保障にふさわ しい,要 求の社会化

がはか られねばならない。
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